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　インバウンドの誘致は有力な地域活性化策と
なっている。少子高齢化の進展の中で地域の定住
人口の減少は避けられず、それを、インバウンド
誘致を柱とする観光による交流人口の増加によっ
て補うことがねらいである。観光が地域活性化策
として注目されるのは、消費活動が地域で行われ
ると同時に、財・サービスの提供主体が地域の「観
光業」の事業者となるからである。
　しかし、北村（2017）は、「観光業」「観光産業」
という産業分類は存在しないと指摘する。すなわ
ち、「観光産業とは、交通・運輸、宿泊、飲食サー
ビスなど極めて多くの産業から成り立つ、すなわ
ち観光に関連する業種の総称のこと」であり、も
ともと観光は「需要側の概念」であり、「その消
費活動が複数の業種にまたがるため、生産面から
経済活動を捉えようとする産業分類では、観光に
関連する生産（消費）活動を区分することが厳し
いため」という。このことは、観光サービスは複
合的に成り立つものであり、地域でのあらゆる連
携が必要であることも示している。
　しかし、地域間の連携は難しい。後藤（2017）は、
平成大合併後の地方自治体の観光行政、とくにブ
ランド化とインバウンド振興に焦点を当てて検証
している。同論文は「平成合併によって形成され
た新たな自治体は、固有の地域文化を喪失したば
かりか、広域自治体としての機能もおぼつかない」
と厳しく指摘する。さらに「市町村の枠組みの変
更は共同体意識、地域文化やアイデンティティな
どを削減させる危惧が多分に」あり、「合併前の
各地域の資産価値を中心にブランド化し、インバ
ウンド戦略を展開するほかはない」と提言する。
　また、福井（2017）は、「インバウンド」の本
来の意味は広義で外国人観光客のことだけを意味
しているだけではないと指摘する。インバウンド
には「経済活性化」と「ソフトパワーの強化」と
の 2つの視点があるという。「経済活性化」の視
点においては、単なる観光消費による経済効果だ
けではなく、地域産品のブランド力を強化するこ
とで輸出競争力の向上につなげていくことができ
る。そして経済効果と並行して注目すべきはイン
